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特許 

（１）特許願 

（２）明細書 

（３）特許請求の範囲 

（４）要約書 

（５）図面 

（６）出願審査請求書 

（７）拒絶理由通知書 

（８）意見書 

（９）手続補正書 

（１０）特許料納付書 

（１１）移転登録申請書 

（１２）譲渡証書 

実用新案 

（１）実用新案登録願 

（２）明細書 

（３）実用新案登録請求の範囲 

（４）要約書 

（５）図面 

（６）実用新案技術評価請求書 

（７）実用新案技術評価書 

意匠 

（１）意匠登録願 

（２）図面 

（３）拒絶理由通知書 

（４）意見書 

（５）手続補正書 

（６）特徴記載書 

商標 

（１）商標登録願 

（２）地域団体商標登録願 

（３）拒絶理由通知書 

（４）意見書 

（５）手続補正書 
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特許 

（１）特許願 

 
〔備考〕 
 ○ 用紙の大きさと文字数等 

用紙は、日本工業規格Ａ列４番（横２１cm、縦２９．７cm）の大きさとし、インキがに

じまず、文字が透き通らないものを縦長にして用います。用紙には不要な文字、記号、枠線、

けい線等を記載してはいけません。 
書き方は、左横書きで、１行は４０字詰めとし、１ページは５０行以内とします。複数枚

にわたる書類には、各ページの上の余白部分の右端にページ数を記入します。 
文字は１０ポイントから１２ポイントまでの大きさで、ワープロ等により、黒色で明瞭かつ

容易に消すことができないように書きます。また、半角文字並びに「【」、「】」、「▲」及び「▼」

は用いることができません（欄名の前後に「【」、「】」を用いるとき及び置き換え文字の前後

に「▲」、「▼」を用いるときを除く）。 
 なお、願書の余白は、少なくとも用紙の上に６cm、左右及び下に各々２cm とります。 
特許出願の手数料は一出願につき１４，０００円です。これを「特許印紙」で納付する場合

は、願書の左上余白部分に特許印紙を貼り、その下にその額を括弧で囲み記載します。 
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【書類名】   
「特許願」と記載します。 
【整理番号】  
出願人用の整理番号で、ローマ字（大文字に限る）、アラビア数字と「－」の組合せから

なる１０字以内の記号を記載します。出願番号が決定するまでの間の整理番号としても機能

します。 
【提出日】  
特許庁の窓口に提出する年月日又は郵便局に差し出す年月日をなるべく記載します。年号

は西暦ではなく元号で記載します。 
【あて先】 
 「特許庁長官 殿」と記載します。 
【国際特許分類】 
 出願する発明を最も適切に表示する国際特許分類のグループ記号を記載しますが、適切な

分類がわからない場合は省略できます。なお、独立行政法人工業所有権情報・研修館のホー

ムページにある「特許情報プラットフォーム(J-PlatPat)」からＩＰＣ（国際特許分類）の検

索ができます。 
【発明者】 
 発明をした自然人（個人）の【住所又は居所】及び【氏名】を記載します。【住所又は居

所】は、住民票の記載と同じく○○県○○市（○○郡）○○町（○○村大字○○字○○）○

丁目○番○号のように詳しく記載します。また、【氏名】は、戸籍上の氏名（本名）を正確

に記載します。特に読み方が難解であるときは【氏名】の欄の上に【フリガナ】の欄を設け

て片仮名でフリガナをつけます。 
なお、「【発明者】」の表示自体は欄名の意味ですので、この横には文字を記載しません。 

発明者が複数人いる場合は、【発明者】の欄名から繰り返し項目を設けて全員の住所又は居

所、氏名を記載します。法人や団体が発明者になることは認められませんので注意する必要

があります。 
【特許出願人】  
特許を受けようとする者の【識別番号】、【住所又は居所】、【氏名又は名称】及び【電話番

号】を記載します。【住所又は居所】及び【氏名又は名称】は、【発明者】の欄と同様に記載

しますが、法人にあっては、商業登記されている名称を正確に記載し、【氏名又は名称】の

欄の次に必ず【代表者】の欄を設けて、その法人の代表者の氏名を記載します。 
なお、「【特許出願人】」の表示自体は欄名の意味ですので、この横には文字を記載しませ

ん。出願人には、発明者本人か、発明者から「特許を受ける権利」を譲り受けた個人又は法

人がなることができます。また、出願人は権利能力を有する者でなければなりません。した

がって、法人格のない団体（町内会、同好会など）は、出願人になることはできません。特

に個人事業者は、屋号（○○商店など）をもって出願せずに個人名義で出願する必要があり

ます。 
出願人が複数いる場合は【特許出願人】の欄名から繰り返し項目を設けて出願人全員の住
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所（居所）、氏名（名称）を記載します。【識別番号】は、特許庁から識別番号の通知を受け

ている場合にのみ記載します。通知を受けてないときは、【識別番号】の欄は不要です。 
なお、【氏名又は名称】（法人にあっては【代表者】）の次に【電話番号】の欄を設けて電話

番号（アラビア数字で記載）をなるべく記載します。 また、印は、出願人の氏名の後に朱

肉を用いて押します。法人にあっては、代表者の氏名の後に代表者の印を押します。ゴム印

やネームスタンプは認められません（印の代わりに、識別番号通知を受けた人は、請求によ

り交付される「識別ラベル」を利用できます。）。 
【手数料の表示】 
 この欄は、特許印紙により手数料を納付する場合は記載不要です。予納制度、現金納付制

度、電子現金納付制度、口座振替制度及び指定立替納付者による納付制度を利用する場合は

記載します。現金納付の場合は【予納台帳番号】を【納付書番号】として納付書番号を記載

し、【納付金額】は記載しません。電子現金納付の場合は【予納台帳番号】を【納付番号】

として納付番号を記載し、【納付金額】は記載しません。口座振替の場合は【予納台帳番号】

を【振替番号】として振替番号を記載し、【納付金額】には納付すべき手数料の額を記載し

ます。指定立替納付者による納付の場合は【予納台帳番号】を【指定立替納付】として、【納

付金額】には納付すべき手数料の額を記載します。 
【提出物件の目録】  
この欄には、願書に添付して提出する書類の名称と部数を【物件名】の後に記載します。

明細書が複数ページであっても部数は１となります。 
 

（２）明細書 

＜特許の明細書の例 第１頁＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【書類名】 明細書 

【発明の名称】 電気スチル画像記憶カートリッジ及びカメラ 

【技術分野】 

 【０００１】 

  本発明は電気スチル画像記憶カートリッジ及びカメラに関する。 

【背景技術】 

 【０００２】 

  従来の銀塩式カメラは、近年普及してきた電気式カメラに比べて高解像度な画像が得られる利点が多い。 

【先行技術文献】 

【特許文献】 

【０００３】 

  【特許文献１】  特開２００３－４９９９９９号公報 

【非特許文献】 

【０００４】 

  【非特許文献１】 特許太郎著「画像記憶カメラのいろいろ」特許出版，２００３年，ｐ．１２－３４ 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

 【０００５】 

  しかしながら、銀塩式カメラは、撮影した画像を見るために現像処理をしなければならないなど、取扱

いが煩雑になる欠点があり、銀塩式カメラに電気式カメラを一体化するという方法も携帯性や小型化など

の点で不利がある。 

【課題を解決するための手段】 

 【０００６】 

  本発明は、従来の銀塩写真カートリッジと互換性がある形状の電気スチル画像情報を記憶する手段を備

えたカートリッジと、銀塩式及び電気式の両方のカートリッジを装填可能カメラとを提供することで上記

課題を解決する。 

【発明の効果】 

 【０００７】 

  本発明は、高品質な銀塩画像を得たい場合には、銀塩フィルムカートリッジを装填し、手軽な電子画像

を得たい場合には、電気スチル画像記憶カートリッジを装填するだけで、銀塩式と電気式の２種類の画像

形式を選択でき、カメラ本体も１台で済むため携帯に優れ、光学系の供用化による小型化も可能になる。 
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＜特許の明細書の例 第２頁＞ 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【図面の簡単な説明】 

 【０００８】 

  【図１】本発明の別の例に係る電気スチル画像記憶カートリッジの概観図である。 

  【図２】本発明の別の例に係る電気スチル画像記憶カートリッジの概観図である。 

  【図３】本発明に係る電気スチル画像記憶カートリッジと銀塩写真カートリッジを併用可能にしたカ

メラの概観図である。 

【発明を実施するための形態】 

 【０００９】 

  本発明のカートリッジは、図１に示されるように、カートリッジ本体１にＣＣＤ素子２、電気スチル

画像記憶用のメモリー３及び電源供給用の電池４を内蔵し、さらに外部との情報交換を行うための端子

５を設けている。 

【実施例】 

 【００１０】 

また、図２に示すように、接続コード６を介してＣＣＤ素子２をカートリッジ本体１に接続してもよ

い。 

 【００１１】  

  本発明のカメラは図３に示されるように、カメラ本体７に情報交換のための接点８が設けられてい

る。この接点８は銀塩写真カートリッジのＤＸコードの読み取り接点としても機能、これを介してレリ

ーズ信号等の情報がカメラ本体７側とカートリッジ本体１側との間で交換される。 

【符号の説明】 

 【００１２】 

 １ カートリッジ本体 

 ２ ＣＣＤ素子 

 ３ メモリー 

 ４ 電池 

 ５ 端子 

 ６ 接続コード 
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〔備考〕 
＜明細書等の記載に関する留意点＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）明細書の作成において留意すること 
明細書等の出願書類の作成の際には、発明の内容が容易に把握できるよう、適切な技術用語

を用いて明確かつ簡潔な文章を作成します。また、文章はできるだけ平易なものとし、不必要

にまわりくどい表現は避けます。 

（２）翻訳を必要とする場合に留意すること 

外国からの出願については、誤訳を避けるとともに、直訳調の読みにくい文章とならないよ

う、適切な日本語を用いて記載します。また、外国への出願にあたり、翻訳の際に誤訳が発生す

ることを避けるため、翻訳を意識した文章を作成するよう留意します。このため、以下の点に特

に留意します。 
（イ）主語と述語を明確にする。 
（ロ）句読点を正確に用いる。 
（ハ）一文を適当なところで区切って短い文章にする。 
（ニ）受動態での表現と能動態での表現とは確実に使い分ける。 
（ホ）代名詞が何を指しているか明確にわかるように記述する。 
（ヘ）同じ内容を表現するときは同一の用語を用いる。 
 
＜文章例＞ 
（不適切な例） 
「一般に、床暖房や天井の輻射冷暖房などに、①多用される平板状ヒートパイプは知られており
②、この種のものには、アルミニウム製のロールボンド製法により成形されたヒートパイプなど

が使用され③、これは例えば床暖房に使用した④場合に、温水循環式のパネルなどに比べ、均温

性、耐久性、安全性、メンテナンス性などに優れるという利点があるが⑤、これによると⑥ヒート

パイプ内にはウイックを入れられないので、凝縮部から蒸発部への液戻りは重力に頼ることに

なり⑦、その結果として、⑧水平状態では液戻りが悪くなり、ヒートパイプが全く作動しないか、

仮に作動しても、ヒートパイプの性能が極めて悪化するなどの問題が生じる。」 
 
（適切な例） 
「一般に、床暖房や天井の輻射冷暖房などに多用される平板状ヒートパイプは知られている。こ

の種のものには、通常、アルミニウム製のロールボンド製法により成形されたヒートパイプなど

が使用されている。これは例えば床暖房に使用された場合に、温水循環式のパネルなどに比べ、

均温性、耐久性、安全性、メンテナンス性などに優れるという利点がある。 
しかしながら、平板状のヒートパイプ内にはウイックを入れられないため、凝縮部から蒸発部

への液戻りは重力に頼ることになる。その結果として、ヒートパイプが水平状態にあると液戻り

が悪くなり、ヒートパイプが全く作動しないか、仮に作動しても、その性能が極めて悪化するな

どの問題が生じる。」 
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○用紙の大きさや字数等は、願書の場合と同様です。ただし、余白は、少なくとも用紙の上

下左右に各々２cm とります。 
【書類名】 
「明細書」と記載します。 

【発明の名称】 
「ロボットの二足歩行装置」や「電気自動車の充電制御方法」のように発明の内容を簡潔、

明瞭に表示する名称をつけます。発明の内容と直接関係のない「最新式」「改良型」といっ

た字句を添えてはいけません。 
 
＜発明の詳細な説明の記載に関する留意点＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
【技術分野】 
特許を受けようとする発明の技術分野を明確にするため、「本発明は～するための～に関

する。」のように簡潔に記載します。 
【背景技術】 
文献公知発明を含め、特許を受けようとする発明に関連する従来の技術についても、なる

べくそれを記載します。 
具体的には、次のように記載します。 
 「 【背景の技術】 
    【０００７】 
     従来の○○○には、………を施したものがある（例えば、特許文献１参照。）また、

① 句読点を正確に用いる。 
② 一文が長いため、短文に区切る。 
③ 一文が長いため、短文に区切る。 
④ 先の文が受動態であるため、受動態に揃える。 
⑤ 一文が長いため、短文に区切る。文意を明確にするために段落を変え、接続詞を追加

する。 
⑥ 代名詞が何を指しているかを明確にする。 
⑦ 一文が長いため、短文に区切る。 
⑧ 主語を明確にする。 

発明の具体的説明は、それを読んだ者が発明の内容を理解して再現できるように、特許法第３６条第４

項及び特許法施行規則第２４条の２の規定に従い、詳細かつ明確に記載する必要があります。具体的に

は【発明の名称】の欄の次にそれぞれ下記の見出しを付して詳細を記載します。 

なお、原則として、詳細な説明を記載する各段落、各図の説明及び符号の説明の前に「【」と「】」を付し

た４桁のアラビア数字で【０００１】【０００２】のように連続した段落番号をつけますが、下記見出しの前に段

落番号を付してはいけません。 
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……を配置しているものがある（非特許文献１参照。）。…………。以下、図○、図○により

従来の○○について説明する。…………。」 
【先行技術文献】 
特許を受けようとする発明に関連する文献公知発明のうち、特許を受けようとする者が特

許出願の時に知っているものがあるときは、その文献公知発明が記載された刊行物の名称そ

の他のその文献公知発明に関する情報の所在を記載します。 
具体的には、次のように記載します。 
「【先行技術文献】 
 【特許文献】 
 【０００８】  
【特許文献１】特開平０６－９９６６２０号公報（第３頁、図１） 
【特許文献２】特開平０７－９９７７３０号公報（第４頁、図１） 
【非特許文献】 
【０００９】 
【非特許文献１】「○○電機 家電製品ｶﾀﾛｸﾞ １９９４」、○○電機株式会社、 １９９４ 

年、 p.16」 
【発明の概要】 
【発明が解決しようとする課題】 
特許を受けようする発明が課題にしている従来技術の問題点などを記載します。 

【課題を解決するための手段】 
請求項に記載された発明がこの解決手段そのものとなりますから、普通は特許請求の範囲

に記載された構成を記載しておきます。 
【発明の効果】 
特許を受けようとする発明が、従来の技術に比べて優れているといえる点を、発明の有利

な効果として記載します。発明の進歩性を判断する材料にもなりますから重要です。 
【図面の簡単な説明】 
図面を添付している場合には、この欄を設けて、図の説明ごとに行を改めて「【図１】平

面図」のように記載します。 
具体的には次のように記載します。 

 「【図面の簡単な説明】 
  【００３５】 
   【図１】本件発明の概略図 
   【図２】端子の部分拡大図 
   【図３】実施態様を示す図」 
【発明を実施するための形態】 
【実施例】 
通常の技術的知識を有する第三者が、当該発明を実施できるように、特許出願人が最良と

思う発明の実施の形態を【実施例】として具体的に記載します。 
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【符号の説明】 
図面に符号が記載されている場合には、【符号の説明】の見出しを付して図の主要な部分

を表す符号の説明を記載します。 
具体的には次のように記載します。 
「【符号の説明】 
  【００３７】 
  １ 電池 
  ２ 端子 
  ３ スイッチ 
  ４ 遮断板」 
 
化学式などを明細書中に記載する場合には、明細書中の記載すべき位置に、化学式なら【化

１】【化２】、数式なら【数１】【数２】、表なら【表１】【表２】、のように記載する順序で連

続番号を付して記録します。化学式等は、横１７０ｍｍ、縦２５５ｍｍを超えて記載しては

いけません。 
なお、明細書中に記載した【化１】、【表１】、【図１】等を別の説明箇所で使いたいときは、

項目記号である「【」及び「】」を記載してはいけません。 
具体的には、次のように記載します。 

 
 
  「 【００２０】 
     【化１】 
  
    【００２１】 
     【表１】 
  
  
【００２２】                  
次に、本件発明の実施態様を説明すれば、図１に示すとおり高濃度の状態であっても全く

消滅することはない。また、部品の一部は、化１及び化２の複合物である。さらに状況の推

移状態は、表１に示すとおりである。請求項１に記載のシステムは、図３の簡略システムで

ある。」      
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（３）特許請求の範囲 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔備考〕 
○用紙の大きさや数字等は、願書の場合と同様です。ただし余白は、少なくとも用紙の上下

左右に各々２cm とります。 
 
特許請求の範囲の欄には、特許出願人が特許を受けようする発明を特定するために必要な

事項を記載します。特許発明の技術的範囲はこの特許請求の範囲の記載によって定められま

すから、特許法第３６条第５項及び第６項並びに特許法施行規則第２４条の３の規定に従い、

明確に記載する必要があります。 
【書類名】は、「特許請求の範囲」と記載します。具体的特許請求の範囲の内容は、請求

項に区分して記載し、特許を受けようとする発明が複数ある場合には、【請求項１】【請求項

２】・・・のように請求項の語句の後に連続した番号を添えて欄を設けます。請求項が一つ

であっても【請求項１】の項目を設けて記載します。 
 
 

【書類名】  特許請求の範囲 

 

【請求項１】電気スチル画像情報を記憶する記憶手段を有して

なる電気スチル画像記 

憶カートリッジ 

【請求項２】銀塩写真カートリッジと請求項１に係る電気スチ

ル画像記憶カートリッジを併用可能にしたカメラ。 
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（４）要約書 

〔備考〕 
○用紙の大きさや字数等は、願書の場合と同様です。ただし、余白は、少なくとも用紙の上

下左右に各々２cm とります。文章は口語体とし、技術的に正確かつ簡明に発明の全体を出

願当初から記載します。用語は、明細書、特許請求の範囲及び要約書全体を通じて統一して

使用します。 
【要約】 
発明の概要を文字数４００字以内で簡潔に記載します。具体的には【課題】【解決手段】

等の見出しをつけて、発明が解決しようする課題とその解決手段を記載します。 
【選択図】 
発明の概要を把握するのに最も適当な図の番号を「【 】」を使用せずに「図１」のように

記載します。図そのものは記載しません。 

＜要約書の事例＞

【書類名】 要約書

【要約】

【課題】 銀塩写真カートリッジと電子スチル画像記憶カートリッジを同一のカ

メラで使用可能にし、画像形式の選択性、携帯性、小型化を可能にする。

【解決手段】 従来の銀塩写真カートリッジと互換性のある形状のカートリッジ

本体１にＣＣＤ素子２、電子スチル画像記憶用のメモリー３、電源供給用の電池

４及び外部との情報交換を行うための端子５を設ける。

【選択図】 図１

【書類名】 要約書

【要約】

【課題】 成形収縮率が小さく、剛性に優れ、かつ写真感光材料に悪影響を与え

ない写真感光材料用のフィルム容器を提供する。

【解決手段】 １，３，２，４－ジベンジリデンソルビトールなどのソルビトー

ル系造核剤を０．１～５重量％添加したポリエチレン樹脂でフィルム容器を成形

する。

【選択図】 なし
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（５）図面 

〔備考〕 

 
○用紙は、日本工業規格Ａ列４番（横２１cm、縦２９．７cm）の大きさのトレーシングペ

ーパー、トレーシングクロス又は白色上質紙を用います。黄色や赤色のものは使用できませ

ん。特に必要がある場合は横長に記載できますが、原則的には縦長に用います。 
 
図は、横１７０mm、縦２５５mm の範囲内に記載してください。また、一つの番号を付

けた図を複数ページにわたって描いてはいけません。なお、一つの番号を付けた図が１ペー

ジに描けないときは、【図１】、【図２】のように連続番号を付けた上で、複数ページに分け

て描くことができます。 
 
描き方は、原則として製図法に従ってえがきます。線の太さは、実線では０．４mm（引

出線は０．２mm）、点線及び鎖線は約０．２mm で、濃厚な黒色インキなどを用いて黒色で

鮮明に描きます。鉛筆その他消えやすいものを用いたり、着色したりしてはいけません。 
 
 
 

図番号は、【図１】、【図２】、

【図３】のように連続番号

を図の上に付します。 

異なる図番号を付した図を横に並べ

て描いてはいけません。また、一の

図番号を付した図を複数ページにわ

たって描いてはいけません。 

異なる図番号を付した図に

またがって引出線や指示線

を引いてはいけません。 
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【書類名】は「図面」と記載します。 
 
（１）断面図  

断面図などの切断面には、平行斜線を引き、その断面中異なる部分を表す切断面には、方

向を異にする平行斜線又は間隔の異なる平行斜線を引きます。 
 
（２）切断図 
 図中のある箇所の切断面を他の図に描くときは、一点鎖線で切断面の箇所を示し、その一

点鎖線の両端にＡ－Ａ、Ｂ－Ｂのように符号を付け、かつ矢印で切断面を描く方向を示しま

す。 
 

 
 
（３）引出線と符号 
 明細書の｢発明の詳細な説明｣の項目で説明する図中の各部分については、他の線と明確に

区別する事ができる引出線を引いて、約５mm 平方の大きさのアラビア数字で符号を付けま

す。 
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（６）出願審査請求書 

＜出願審査請求書の例＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔備考〕 
 ○ 用紙の大きさや字数等は、願書の場合と同様です。 
【書類名】 

「出願審査請求書」と記載します。ただし、出願人以外の者が出願審査請求をする場合は、

「出願審査請求書（他人）」と記載します。 
【出願番号】 

出願番号は出願後に特許庁から通知されますから、これを記載します。 
【請求項の数】 

出願審査請求の時点での「請求項の数」を記載します。 
【手数料の表示】 

この欄の記載については、様式編 １．特許（１）願書の〔備考〕の【手数料の表示】を

参照して下さい。 

特許庁から通知された

出願番号を記載しま

【書類名】  出願審査請求書 

（【提出日】  平成○○年○○月○○日) 

【あて先】  特許庁長官 殿 

【出願の表示】     

【出願番号】 特願○○○○－○○○○○○ 

【請求項の数】  ２ 

【請求人】 

  【識別番号】 ０１２３４５６７８ 

  【住所又は居所】 東京都千代田区霞が関三丁目４番３号 

  【氏名又は名称】 特許株式会社 

【代表者】  発明 太郎   印又は識別ラベル 

（【手数料の表示】） 

（【予納台帳番号】 １２３４５６） 

（【納付金額】  １４６０００） 

出願審査請求料は、出願の日及び請求項の

数により変動します。 
平成 31 年 4 月 1 日以降に出願した事件の場合 

138,000+(2 請求項×4,000 円)＝146,000 円 

審査請求時の請求項の数を記載します。 
審査請求と同時に補正をした場合は、補

正後の請求項の数を記載します。 
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（７）拒絶理由通知書
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（８）意見書 
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（９）手続補正書 
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（１０）特許料納付書 

＜設定登録に係る特許料を特許印紙で納付する場合の例＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  

 
【書類名】  特許料納付書 
 
（【提出日】  平成 年 月 日 ） 
 
【あて先】  特許庁長官 殿 
 
【出願番号】 特願○○○○－○○○○○○        
 
【請求項の数】１ 
 
【特許出願人】 
 【氏名又は名称】特許太郎 
 
【納付者】 
 【識別番号】○○○○○○○○○ 
 【住所又は居所】東京都○○区…… 
 【氏名又は名称】特許太郎 
 
【納付年分】第１年分から第３年分 
 
（【特許料等に関する特記事項】） 
 
 
 （     円） 

本書を提出する日をなるべく記載してくだ

さい。 

請求項の数に応じて特許料が定まります

ので、特許査定に記載の請求項の数を記載

してください。 

特許出願人の氏名又は名称を正確に記載して

ください。 

出願番号を「特願２０１０―１２３４５６」のよ

うに記載してください。 

納付者についてそれぞれの項目を記載してく

ださい。【識別番号】は特許庁から通知済みの

９桁の申請人識別番号を記載してください。

法人の場合は【氏名又は名称】の次に【代表者】

の欄を設け氏名を記載してください。 

減免申請を行う場合は、本欄を必ず設け、 

必要な記載を正確に記載してください。 

 
特 許 印 紙 

適正額の特許印紙を貼付し、貼付金額を記載し

てください。なお、特許印紙には割印等をしな

いでください。 

設定登録時は、第１年分から第３年分を一

時に納付しなければなりません。 
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（１１）移転登録申請書 

 
 
 
 
 
 
 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

               移転登録申請書               

           平成○○年○○月○○日    

  （   円）                            

  特許庁長官    殿 

  １ 特許番号  第０００００００号 

  ２ 登録の目的 本特許権の移転 

  ３ 申請人（登録権利者） 

     住所（居所） ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

     氏名（名称） □□ □□            印 

    （国籍） 

  ４ 申請人（登録権利者）代理人 

     住所（居所） ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

     氏名（名称） ×× ××     印 

  ５ 申請人（登録義務者） 

     住所（居所） ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

     氏名（名称） □□ □□            印 

６ 申請人（登録義務者）代理人 

     住所（居所） ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

     氏名（名称） ×× ××     印 

７ 添付書類の目録 

    （１）権利の移転を証明する書面         １通 

    （２）（                      通） 

    

  

  

  

収 入  
    

印 紙  

 

代理人により

申請するとき

は、その住所、

氏名を記載し、

押印してくだ

さい。    

＊本人が申請

するときは、代

理人の項目は

不要です。 

収入印紙（登録免

許税）を貼付して

ください。(割印不

要)        

＊特許印紙ではあ

りません。     

譲受人の住所（居

所）、氏名（名称）、法

人にあっては代表

者、外国人にあって

は国籍を記載してく

ださい。 

ただし、住所と国

籍が同一国の場合は

国籍を省略すること

ができます。 

＊本人が申請すると

きは必ず押印してく

ださい。 

譲渡人の住所（居

所）、氏名（名称）、法

人にあっては代表

者、外国人にあって

は国籍を記載してく

ださい。 

ただし、住所と国

籍が同一国の場合は

国籍を省略すること

ができます。 

＊本人が申請すると

きは必ず押印してく

ださい。 

譲渡証書 

譲渡契約書

のことです。 

代理人により申請するときは委任状の添

付が必要になります。 
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（１２）譲渡証書 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

譲渡証書   
平成○○年○○月○○日   

  

  
  

収入印紙 

譲受人 

住所（居所）○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号 

名称（名称） □□ 
譲渡人 

住所（居所）○○県○○市町○○丁番○○号 

氏名（名称）△△ △△       印 

下記の特許権は、私所有のところ、今般、これを貴殿に譲渡したことに相違ありま

せん。 

１．特許番号  第○○○○○○○号 

譲渡人の住所（居所）、氏名（名称）、法人にあっ

ては代表者の欄を設けてその代表者の氏名を記載

し、代表者の印を押印してください。 

作成日を記載

してください。 
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